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令和元年９月１１日判決言渡 

平成３０年（ネ）第１００７１号 損害賠償請求控訴事件（原審 東京地方裁判所

平成２９年（ワ）第２２４１７号） 

口頭弁論終結の日 令和元年５月１５日 

判        決 

 

       控 訴 人    株 式 会 社 メ キ キ 

 

同訴訟代理人弁護士    三   村   量   一 

             中   島       慧 

篠   原   一   廣 

森       龍 之 介 

同 補 佐 人 弁 理 士 粕   川   敏   夫 

 

被 控 訴 人    合同会社ＤＭＭ ＧＡＭＥＳ 

同代表者代表社員    株式会社ＤＭＭ ＧＡＭＥＳ 

                    ホ ー ル デ ィ ン グ ス 

 

同訴訟代理人弁護士     溝   田   宗   司     

            柳   澤   俊   貴 

主        文 

１ 本件控訴を棄却する。 

２ 控訴費用は控訴人の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 控訴の趣旨 

１ 原判決を取り消す。 
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２ 被控訴人は，控訴人に対し，１５００万円及びこれに対する平成２９年７

月２５日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要等（略称は原判決のそれに従う。） 

１ 本件は，名称を「人脈関係登録システム，人脈関係登録方法と装置，人脈

関係登録プログラムと当該プログラムを記録したコンピュータ読取可能な記

録媒体」とする特許権（特許第３９８７０９７号）の特許権者である控訴人

が，訴訟承継前被告株式会社ＤＭＭ．ｃｏｍ及び同株式会社ＤＭＭ．ｃｏｍ

ラボ（承継前被告ら）の提供していたソーシャルネットワーキングサービス

（被告サービス）において使用されているサーバ（被告サーバ）について，

本件特許の特許請求の範囲の請求項１及び請求項３に係る発明（本件各発明）

の技術的範囲に属すると主張して，承継前被告らに対し，不法行為に基づく

損害賠償金１５００万円及びこれに対する不法行為以後の日である平成２９

年７月２５日から支払済みまでの民法所定の年５分の割合による遅延損害金

の連帯支払を求める事案であり，被控訴人が，平成３０年３月１日に会社分

割により承継前被告らの権利義務を承継した。 

２ 原判決は，被告サーバは本件各発明の技術的範囲に属しないとして控訴人

の請求を棄却したため，これを不服とする控訴人が控訴した。 

３ 前提事実 

前提事実は，原判決「事実及び理由」第２の２（原判決１頁２６行目から５

頁８行目まで）に記載のとおりであるから，これを引用する。 

４ 争点及び争点に関する当事者の主張 

本件における当事者の主張は，後記５のとおり当審における補充主張を付加

するほかは，原判決「事実及び理由」第２の３及び第３（原判決５頁９行目か

ら１８頁８行目まで）に記載のとおりであるから，これを引用する。 

５ 当審における補充主張 

(1) 争点１－３（被告サーバは構成要件１Ｄ及び２Ｄを充足するか）につい
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て 

（控訴人の主張） 

 ア 構成要件１Ｄ及び２Ｄの「送信したとき」について，本件各発明の属す

る技術分野における通常の用法や，本件明細書における「送信したとき」

という構成が持つ技術的意義に照らせば，メッセージの送信処理と関連

付けして記憶する処理との先後関係を問わず，これらが一定の幅を持っ

た時間内で行なわれていれば（同じころに行なわれていれば）「送信し

たとき」に当たると解釈すべきである。 

システム上の「送信処理」や「記憶処理」としては，「メッセージを

送信しろ」とか「関連付けて記憶しろ」という命令を発するだけであり，

その命令が現実に実行され「メッセージが送信された」あるいは「関連

付けて記憶された」という事実を，他方の処理を行なうための条件とす

るためには，そのことを確認するステップがシステム上必要となるが，

本件明細書には，第二のメッセージが送信されたことや関連付けて記憶

されたことを確認するステップについての記載はなく，「送信したとき」

という文言について，「送信した」という事実を条件として記憶の関連

付けを行なう態様に限定するものであると理解することはできない。 

そうすると，「送信」と「記憶」の先後関係を問わず，「送信したと

き」に含まれる。 

   イ これによれば，被告サーバは構成要件１Ｄ及び２Ｄを充足する。 

（被控訴人の主張） 

  構成要件１Ｄ及び２Ｄの「送信したとき」についての原判決の解釈に誤り

はない。 

(2) 争点２－２（「送信したとき」に関連付けて記憶されないとしても，本

件各発明と均等なものとなるか）について 

（控訴人の主張） 
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ア 第１要件（本質的部分）について 

(ｱ) 均等の第１要件の判断に際して，原判決は，各構成要件を本質的部

分と非本質的部分に分けた上で，本質的部分に当たる構成要件につい

ては一切均等を認めないという誤った判断手法をとっており，これは

知財高裁平成２８年３月２５日特別部判決に反する。 

(ｲ) 本件各発明の本質的部分 

ａ 本件明細書の記載 

本件各発明は，従来，職業等に関する様々な特定分野の専門家を

効率的に知るシステムや方法が存在せず，より広範で深い人間関係を

結ぶことをサポートするシステムが存在しなかったという課題を踏ま

え（【０００２】），より広範で深い人間関係を結ぶことを積極的に

サポートし，職業等に関する様々な特定分野の専門家を知るとともに

専門的知識や情報を取得するため，人脈関係に関する情報を作成し，

これを簡単かつ効率的に知ることを可能とするシステムに関する発明

である（【０００３】，【００２０】）とされている。 

これを言い換えれば，従来は，新たに交友関係を広げたいと考え

たとしても，自分の希望する特定分野の登録者（第三の登録者）を探

す方法が存在せず，交友関係を広げてより広範で深い人間関係を結ぶ

ことは困難であったところ，本件各発明は，このような状況の下で，

より広範で深い人間関係を結ぶという課題を解決するための方法とし

て，自身（第一の登録者）と人間関係を結んでいる登録者（第二の登

録者）と人間関係のある登録者（第三の登録者）について，個人情報

及び識別情報を含む検索キーワードをもとに検索し，新たに人間関係

を結ぶという課題解決手段を採用した。 

すなわち，上記の課題は，自身（第一の登録者）と人間関係を結

んでいる登録者（第二の登録者）と人間関係のある登録者（第三の登
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録者）を検索し，新たに人間関係を結ぶという構成によって，初めて

解決されるものである。 

ｂ 従来技術 

甲２１記載の技術（以下「従来技術１」という。）は，登録を行

った会員の中から自分の希望する条件に合った人物を検索し交際を申

し込むことによって友人関係を形成することができる，いわゆるソー

シャルネットワーキングサービス（以下「ＳＮＳ」という。）に関す

る発明である。この発明は，一方登録者が友達になりたい旨のメッセ

ージをサーバを経由して他方登録者に送信し，他方登録者が友達とな

ることを承諾する旨のメッセージをサーバを経由して返信することに

よって友達関係を結ぶこと，その際，サーバ側で友達関係を結ぶこと

に合意した当該登録者同士を関連付けて記憶し，この両者間において

当該登録者間のプライバシー項目の保護が解除され，連絡先等のデー

タまで閲覧することが可能となること，という技術を開示している。

すなわち，従来技術１は，いわゆるＳＮＳにおいて登録者同士が友達

関係を形成するまでのプロセスを開示するものである。 

甲２３記載の技術（以下「従来技術２」という。）は，結婚情報

を提供するサービスに関するものである。いわゆるＳＮＳに関する考

案ではないものの，「会員登録を行った会員について，入力した希望

条件をもとに紹介された会員に対して交際申込みを行い，当該申込み

に応じて交際関係を結ぶことの合意が成立した場合に，サーバがその

情報を記録し，該当会員に関する個人情報を出力する」という技術を

開示している。 

甲２４記載の技術（以下「従来技術３」という。）は，一定の条

件に該当する人物を検索し，ユーザがプライバシーを含む情報の提供

を管理サーバに要求すると，管理サーバは提供してよいかどうかを対
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象となる人物に問い合わせた後に情報を提供するという技術に関する

ものであり，従来技術１及び２と同様に，結婚相談のための情報提供

システムとしても用いられる。 

ｃ 本質的部分 

上記ｂのとおり，本件特許の優先日において，いわゆるＳＮＳに

関して，一方登録者が友達になりたい旨のメッセージをサーバを経由

して他方登録者に送信し，他方登録者が友達となることを承諾する旨

のメッセージをサーバを経由して返信することによって友達関係を結

ぶ場合に，当該登録者同士を関連付けて記憶するという技術が既に存

在していた。しかし，「共通の人間関係を結んでいる登録者（友達の

友達）の検索を可能とし，新たに人間関係を結ぶことができるように

する」という技術思想までは開示されていなかった。 

また，上記ａのとおり，本件各発明の課題解決手段は，登録者が

互いにメッセージを送信し合うことによって人間関係を結ぶ（友達に

なる）という意思が合致した場合（合意が成立した場合）に，当該登

録者同士を関連付けて記憶するという技術を前提として，第一の登録

者と人間関係を結んでいる他方登録者（第二の登録者）と既に人間関

係を結んでいる登録者（第三の登録者）の個人情報を検索することを

通じて，いわば「友達の友達」（第三の登録者）を検索し，第一の登

録者の個人情報と第三の登録者の個人情報とを関連付ける（両者を友

達として登録する）ことを可能にして交友関係を広げられるというも

のである。 

そうすると，本件各発明の構成のうち，従来技術に見られない特

有の技術的思想を構成する特徴的部分は，「登録者が互いにメッセー

ジを送信し合うことによって人間関係を結ぶ（友達になる）という意

思が合致した場合（合意が成立した場合）に，当該登録者同士を関連
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付けて記憶するという技術を前提として，共通の人間関係を結んでい

る登録者（友達の友達）の検索を可能とし，新たに人間関係を結ぶこ

とができるようにすることによって，より広範で深い人間関係を結ぶ

ことができるという構成」にある。 

第二の登録者からサーバに対するメッセージの送信は，友達にな

るという合意が客観的に成立したというために必要不可欠であるか

ら，「送信」は「関連付け」に先立って行われる必要がある。これに

対し，「登録者が互いにメッセージを送信し合うことによって人間関

係を結ぶ（友達になる）という意思が合致した場合（合意が成立した

場合）に，当該登録者同士を関連付けて記憶」するに当たり，サーバ

から第一の登録者に対するメッセージの送信が「関連付け」に先立っ

て行われる必要はないから，サーバが第一の登録者に対してメッセー

ジを「送信」するタイミングと「関連付け」のタイミングの先後は，

本件各発明の本質的部分ではない。 

(ｳ) 被告サーバが本質的部分を備えていること 

被告サーバは，「登録者が互いにメッセージを送信し合うことによっ

て人間関係を結ぶ（友達になる）という意思が合致した場合（合意が成

立した場合）に，当該登録者同士を関連付けて記憶するという課題解決

手段を用いる」というものである。本件各発明と被告サーバとは，単

に，サーバが第二の登録者からメッセージを受信した後，（ａ）第一の

登録者に対するメッセージの送信と（ｂ）友達登録処理のどちらを先に

行うかという点において相違するにすぎず，上記で述べた「登録者が互

いにメッセージを送信し合うことによって人間関係を結ぶ（友達にな

る）という意思が合致した場合（合意が成立した場合）に，当該登録者

同士を関連付けて記憶するという課題解決手段を用いる」という点にお

いて，何ら異なるものではない。 
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したがって，被告サーバは，本件各発明の本質的部分を備えるもので

あるから，均等の第１要件を充足する。 

(ｴ) 引用発明について 

ａ 技術思想 

被控訴人が指摘する引用発明は「ネットワーク化された個人連絡

相手管理部」という発明の名称のとおり，第１のユーザーが第２のユ

ーザーを自己の個人アドレス帳に登録すると（この登録には，第２の

ユーザーの承諾は不要である。），第２のユーザーが第１のユーザー

に閲覧を許可する情報の範囲を個別に指定するという，ネットワーク

化されたアドレス帳に係る発明であり，より具体的にはネットワーク

を通じて連絡相手情報を管理する発明であって，相互に情報を交換し

合うことによって新たに人間関係を締結するというソーシャルネット

ワーキングサービス（ＳＮＳ）の発明ではない（【０００４】，【０

０１１】～【００１３】）。 

このように，引用発明は，本件各発明とは技術思想が根本的に異

なるものであるから，本件各発明の本質的部分を認定するに当たり参

照されるべき従来技術ではない。 

ｂ 引用発明の構成は，次のとおりである（【００１１】，【００１

２】，【００３９】，【００４３】）。 

① 第１のユーザーは，第２のユーザーを自己の個人アドレス帳に登

録する（リンクを確立する）。この際，第２のユーザーの承諾は

不要である。 

② 第２のユーザーは，第１のユーザーが第２のユーザーに対してリ

ンクを確立したことを通知される。 

③ 第２のユーザーは，第１のユーザーに対して閲覧を許可する情報

の範囲を指定する。 
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④ 第１のユーザーの個人アドレス帳には，第２のユーザーが閲覧を

許可した情報が表示される。第２のユーザーが情報の閲覧を拒否

した場合（リンクに応じなかった場合）には，第１のユーザーの

個人アドレス帳には，第２のユーザーのための電子メール転送先

アドレスが含まれる。 

ｃ 上記ｂのとおり，引用発明の構成のうち，第１のユーザーが第２の

ユーザーを自己の個人アドレス帳に登録（リンクを確立）し，その事

実がシステムにより第２のユーザーに通知されることは，単に，第１

のユーザーが自己の個人アドレス帳に第２のユーザーを登録し，その

事実が通知されているだけであるから，「人間関係を結ぶことを希望

している旨の第一のメッセージ」（構成要件１Ｂ）の送信ではない。

第１のユーザーは，単に自己の個人アドレス帳に第２のユーザーを登

録しているだけであり，個人情報の閲覧の許可を求めるメッセージを

送信しているわけではない。 

また，仮に，自己の個人アドレス帳に相手を登録すること（リン

クを確立すること）は個人情報の閲覧の許可を求める行為であると理

解したとしても，個人情報の閲覧の許可を求めることと，人間関係を

結ぶことを求めることは，全く異なる行為である。したがって，第１

のユーザーが第２のユーザーに対して個人情報の閲覧の許可を求めた

としても，人間関係を結ぶことを求めたことにはならない。 

次に，引用発明の構成のうち，第２のユーザーが第１のユーザー

に対して個人情報の閲覧を許可することは，「人間関係を結ぶことに

合意する旨の第二のメッセージ」（構成要件１Ｂ）の送信ではない。

２人の個人が互いに人間関係を結んでいるかどうかは，多分に個人の

主観的な評価を伴う問題であって，個人情報の閲覧を許可したかどう

かと，人間関係を結ぶことを承諾したかどうかとは別問題である。本
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件発明１においては，「人間関係を結ぶことを希望している旨の第一

のメッセージ」を明示的に送信し，これに対し，「人間関係を結ぶこ

とに合意する旨の第二のメッセージ」を明示的に返信しているからこ

そ，人間関係を結ぶことについての両者の合意を認定し，その事実を

記憶手段に記憶することが正当化されるのである。これに対し，引用

発明においては，第２のユーザーは，単に，個人情報の閲覧を許可し

ているだけであるから，その事実をもって「人間関係を結ぶことに合

意する旨の第二のメッセージ」（構成要件１Ｂ）を送信したものと評

価することは許されない。以上において述べたことは，本件発明２に

ついても同様である。引用発明は，「登録者が互いに情報を交換し合

うことを前提として・・・新たに人間関係を結ぶことができる発明」

ではない。 

ｄ 引用発明は，そもそも合意によって新たに人間関係を結ぶものでは

なく，また，共通の人間関係を結んでいる登録者（友達の友達）の検

索を可能とするものでもない。乙２の【００７２】，【００７３】に

よれば，「友人の友人システム」という表現は存在するものの，その

実質は，自己の個人アドレス帳に他のメンバーが登録されている場合

に，当該他のメンバーの個人アドレス帳の中を検索するというものに

すぎない。すなわち，メンバーＡは，メンバーＢから，メンバーＢの

個人アドレス帳の中を検索してもよいという許可（「友人の友人許可

６８３」）を得ている等の条件を満たした場合に，メンバーＢの個人

アドレス帳の中を検索することができるというだけである。乙２の上

記記載における「友人」とは，本件各発明における当事者間の合意に

よって結ばれるところの「人間関係」とは別物であり，引用発明の構

成は，共通の人間関係を結んでいる登録者（友達の友達）を検索する

という本件各発明の構成とは全く異なる。したがって，引用発明は，
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「共通の人間関係を結んでいる登録者（友達の友達）の検索を可能と

し，新たに人間関係を結ぶことができる発明」でもない。 

ｅ また，被控訴人が指摘する乙１１～１８も，本件各発明とは無関係

であるし，乙１７，１８は本件優先日よりも後に公開された文献であ

るから，本件各発明の先行技術として参照されるべきものではない。 

(ｵ) 仮に，本件各発明の特徴的部分が「登録者相互間の合意（メッセー

ジの交換）によって人間関係が結ばれたとき，記録手段を備えたサー

バに，人間関係を結んだ登録者の個人情報又は識別情報を関連付けて

記憶するという課題解決手段」であるという原判決の理解によったと

しても，均等の第１要件を充足する。 

すなわち，本件各発明と被告サーバとは，単に，サーバが第二の登録

者（乙）からメッセージを受信した後，（ａ）第一の登録者（甲）に対

するメッセージの送信と（ｂ）友達登録処理のどちらを先に行うかとい

う点において相違するにすぎない。 

そして，原判決が示した上記課題解決手段においては，上記（ａ）と

（ｂ）の先後関係は特定されていない。被告サーバは，乙（第二の登録

者）からサーバに対するメッセージの送信が完了し，登録者間において

友達になるという意思がメッセージの交換を介して合致した場合（合意

が成立した場合）に，当該登録者同士を関連付けて記憶するという課題

解決手段を用いるものである。本件明細書には，第一の登録者に第二の

登録者からのメッセージが到達しなければ合意が成立しない旨の記載は

一切存在しないのであり，遅くともサーバが第二の登録者から第二のメ

ッセージを受信した時点で，登録者間において友達になるという意思が

メッセージの交換を介して合致した（合意が成立した）と評価して差し

支えない。 

したがって，被告サーバは，本件各発明の本質的部分を備えるもので
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ある。 

イ 第２要件（置換可能性）について 

本件各発明の目的・作用効果は，登録者が互いにメッセージを送信し

合うことによって人間関係を結ぶ（友達になる）という意思が合致した

場合（合意が成立した場合）に，当該登録者同士を関連付けて記憶する

という技術を前提として，共通の人間関係を結んでいる登録者（友達の

友達）の検索を可能として新たに人間関係を結ぶことができるようにす

ることによって，より広範で深い人間関係を結ぶことにある。そして，

このような目的・作用効果を達成するに当たり，サーバから第一の登録

者に対するメッセージの「送信」と「関連付け」のタイミングの先後は，

何ら関係がない。 

したがって，サーバから第一の登録者に対するメッセージの「送信」

と「関連付け」のタイミングを入れ替えて，本件各発明の構成を被告サ

ーバの構成に置き換えたとしても，本件各発明の目的を達することがで

き，同一の作用効果を奏することができる。 

ウ 第３要件（置換容易性）について 

サーバから第一の登録者に対するメッセージの「送信」と「関連付け」

のタイミングの先後は，本件各発明の作用効果とは何ら関係がなく，当

業者が任意に選択することができる事項にすぎない。 

したがって，サーバから第一の登録者に対するメッセージの「送信」

と「関連付け」のタイミングを入れ替えて，本件各発明の構成を被告サ

ーバの構成に置き換えることは，被告サーバの製造時点において，当業

者が容易に想到することができたものである。 

エ 第４要件（公知技術から対象製品の非容易推考性）について 

     被告サーバは，本件各発明の特許出願時における公知技術と同一のもの

ではなく，当業者にとって本件各発明の特許出願時に容易に推考できた
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ものでもないから，均等の第４要件を充足する。 

オ 第５要件（意識的除外）について 

(ｱ) 意見書の記載について 

    本件特許の出願経過において，特許庁は，拒絶理由通知書（甲２０）

を発出し，「本願発明は，人間関係を結ぶことを希望している旨の第

一のメッセージと人間関係を結ぶことに合意する旨の第二のメッセー

ジとを交換した間で，人間関係を結ぶのに対し，引用文献１に記載の

発明は，受信した単一のメッセージ情報から特定される発信者と宛先

人の間で，人間関係を結ぶ点で相違する（相違点１）。」「交際の申

し込みデータと交際に同意するデータを交換することにより交際が成

立したものと見なすことは，公知の技術であるから，引用文献１に記

載の発明において，人間関係を結ぶことを希望している旨の第一のメ

ッセージと人間関係を結ぶことに合意する旨の第二のメッセージとを

交換した間で，人間関係を結ぶようにすることは，当業者にとって容

易」であるという判断を示した。 

これに対し，控訴人は，意見書（乙３の３。以下「本件意見書」とい

う。）において，「・・・引用文献１に記載の発明は，発信者から宛先

に送信された単一の電子メールに基づいて関係情報などを生成すること

を前提に構成されたものです。したがって，発信者と宛先とが異なる複

数の電子メール，つまり，「発信者から宛先に送信された電子メール」

と「この宛先から発信者に返信された電子メール」とに基づいて関係情

報などを生成することは，発明の前提に反するものです。また，そもそ

も，発信者と宛先とが異なる複数の電子メールから生成される関係情報

なるものは観念ができません。このように，引用文献１に記載の発明に

おいて，人間関係を結ぶことを希望している旨の第一のメッセージと人

間関係を結ぶことに合意する旨の第二のメッセージとを交換した間で，
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人間関係を結ぶようにする構成は採用し得ず，前述の審査官殿の認定１

は，この点を看過してなされたものであり妥当ではありません。」と記

載した。 

このように，控訴人は，本件各発明と引用文献１との相違点（相違点

１）が「第二のメッセージ」の有無であることを前提に，引用文献１に

おいて複数の電子メール（「発信者から宛先に送信された電子メール」

及び「この宛先から発信者に返信された電子メール」）に基づいて関係

情報等を生成することは引用文献１に記載の発明の前提に反するため，

そのような構成は採用し得ないことを指摘している。つまり，控訴人は，

被控訴人が引用する上記記載において，第二のメッセージ（宛先から発

信者に向けて返信される電子メール）の有無を指摘しているのであって，

第二のメッセージがサーバから第一の登録者に「送信」されるタイミン

グと，第一の登録者と第二の登録者との間で「関連付け」が行われるタ

イミングの先後関係は何ら問題としていない。 

したがって，本件意見書の記載は，サーバから第一の登録者に対する

メッセージの「送信」と「関連付け」の実行との先後関係について言及

するものではないから，被告サーバの構成（被告サーバの記憶手段に第

一の登録者に相当する甲と第二の登録者に相当する乙が友達として登録

されて関連付けることが終了した後に，甲に対して友達申請が承認され

たことを示すメールが送信される）を除外するものではない。 

(ｲ) 補正について 

控訴人は，本件特許の出願経過において，手続補正書（乙３の２）に

おいて，補正により付加した構成要件１Ｈに係る構成に本件各発明の特

徴がある旨を述べた。控訴人は，構成要件１Ｈの追加に当たっても，サ

ーバから第一の登録者に対するメッセージの「送信」と「関連付け」の

実行との先後関係については何ら言及していないから，「関連付け」が
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「送信」に先行して行われる被告サーバの構成を除外するものではない。 

（被控訴人の主張） 

ア 第１要件（本質的部分）について 

(ｱ) 従来技術 

ａ 本件各発明の優先権の基礎となる出願の明細書（乙１０）には，本

件明細書の【００３３】の記載はなく，構成要件１Ｃ，１Ｄ及び１Ｈ

並びに構成要件２Ｃ，２Ｄ及び２Ｆに対応する記述がない。よって，

本件各発明に関連する技術が公知であるかの基準日は，本件優先日

（平成１２年１０月１７日）ではなく，原出願日（平成１３年１０月

９日）とすべきである。 

ｂ 共通の人間関係を結んでいる登録者（友達の友達）の検索を可能と

し，新たに人間関係を結ぶことができるという構成は，公知であり，

この点に関する本件各発明の貢献は全くない。 

(a) 引用発明の構成は次のとおりである。 

① クライアントコンピューター３７０とモデム３３８，３７８

又は他の通信チャネルを介して接続されたサーバーコンピュー

ター３３０であって， 

② 第１のユーザーから第２のユーザーに対する，第２のユーザ

ーの個人アドレス帳の個人情報等の閲覧を希望している旨のリ

ンクについて，これに応じるという選択をした第２のユーザー

の個人情報を第１のユーザーの個人アドレス帳に記録し，当該

記録したアドレス帳を記憶するデータベース３４０と， 

③ 第１のユーザーが第２のユーザーの個人アドレス帳の個人情

報等の閲覧を許可することを希望している旨の第１の通知を第

１のユーザーのクライアントコンピューター３７０から受信し

て第２のユーザーのクライアントコンピューター３７０に送信
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すると共に，第２のユーザーが第１のユーザーに対して個人ア

ドレス帳の個人情報等の閲覧を許可することの通知を第２のユ

ーザーのクライアントコンピューター３７０から受信して第１

のユーザーのクライアントコンピューター３７０に送信する手

段と， 

④ 第２のユーザーが第１のユーザーに対して（個人アドレス帳

の）個人情報等の閲覧を許可することの通知を受信したとき，

第１のユーザーの個人アドレス帳に第２のユーザーの個人情報

等を記憶するデータベース３４０と， 

⑤ 第２のユーザーの個人情報をツリー構造で検索し，その結果

を第１のユーザーのクライアントコンピューター３７０から受

信する手段と， 

⑥ 上記⑤で第１のユーザーによって検索された第２のユーザー

が，第１のユーザーに対して，第２のユーザーの友達（第１の

ユーザーからみれば友達の友達）の情報を第１のユーザーに閲

覧させることを許可している場合に，第１のユーザーが，第２

のユーザーの友達を，例えば都市やグループといったカテゴリ

で絞り込み，その氏名を表示させる手段と， 

⑦ 上記⑥で検索された第２のユーザーの友達の個人情報を第１

のユーザーの端末に送信する手段と， 

⑧ 第１のユーザーが第２のユーザーの友達の個人情報等の閲覧

を許可することを希望している旨の第１の通知を第１のユーザ

ーのクライアントコンピューター３７０から受信して第２のユ

ーザーの友達のクライアントコンピューター３７０に送信する

と共に，第２のユーザーの友達が第１のユーザーに対して個人

情報等の閲覧を許可することの通知を第２のユーザーの友達の
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クライアントコンピューター３７０から受信したとき，第１の

ユーザーの個人アドレス帳に第２のユーザーの友達の個人情報

等を記憶するデータベース３４０と， 

⑨ を備えるサーバーコンピューター３３０ 

(b) このように，引用発明では，第２のユーザー（Ｂ）に個人情報

の閲覧の許可を受けている第１のユーザー（Ａ）が，第２のユー

ザーに個人情報の閲覧の許可を与えている別のユーザー（Ｃ）を

検索し，この別のユーザー（Ｃ）から個人情報の閲覧の許可を受

けるように申し込み，許可を受けることができる。 

したがって，共通の人間関係を結んでいる登録者（友達の友達）

の検索を可能とし，新たに人間関係を結ぶことができるという構

成は，公知であるから，この構成が本件各発明の本質的部分であ

るということはありえない。 

(c) また，乙１１にも他のユーザ（友達の友達）の検索及び検索さ

れた他のユーザ（友達の友達）の情報を表示するという公知技術

が記載されている。 

ｃ 人間関係を結ぶことに合意する旨の情報又はメッセージをサーバが

受信したことを条件に人間関係が結ばれるようにすることも公知であ

る。 

すなわち，乙１２～１８によれば，人間関係を結ぶに際して，人

間関係を結ぶことを希望している旨の第一の情報又は信号に対応する

形で，サーバが第二の登録者の端末から人間関係を結ぶことに合意す

る旨の第二の情報または信号を受信したことを条件に人間関係が結ば

れるようにすることについては複数の公知技術が存在する。 

また，乙１２や乙１３に開示されているとおり，情報又は信号の

代わりとして，メッセージを用いることも，公知技術が存在している。 
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したがって，人間関係を結ぶことに合意する旨の情報又はメッセ

ージをサーバで受信したことを条件に人間関係が結ばれるようにする

点に関する本件各発明の貢献度も全くない。 

(ｲ) 本質的部分 

これに対し，人間関係を結ぶことに合意する旨の第二の情報（メッ

セージを含む）を，サーバが第二のユーザの端末から受信し，第一の

ユーザの端末に送信した場合に人間関係を結ぶという構成（構成要件

１Ｄ及び構成要件１Ｈの内の一部）は，どの文献にも開示がない。 

よって，本件各発明が従来技術に対して貢献しているとすれば，そ

れは，唯一この構成のみであり，本件各発明は従来技術に対する貢献

度が極めて低いものであるから，その本質的部分は，特許請求の範囲

の記載の字義通り解釈されるか，あるいは，サーバが人間関係を結ぶ

ことに合意する旨の情報又はメッセージを第２の登録者の端末に送信

したことを条件として人間関係が結ばれるようにする構成（要するに，

構成要件１Ｄ及び構成要件１Ｈの一部）のみにあると解されるべきで

ある。 

したがって，本件各発明と被告サーバの相違する部分である「構成

要件１Ｄ及び１Ｈの内の一部」が本件各発明の本質的部分であり，当

該相違する部分である「構成要件１Ｄ及び１Ｈの内の一部」を備えな

い被告サーバが均等の第１要件を備えないことは明らかである。 

イ 第２要件（置換可能性）について 

被告サーバでは，①サーバが第二の登録者（乙）から友達申請が承諾

されたことの通知を受信した後，②友達登録処理を行い，③その後，サ

ーバが第一の登録者に友達申請が承諾されたことを示すメールを通知す

るのに対し，本件各発明では，①´サーバが第二の登録者（乙）から人間

関係を結ぶことを承諾した旨のメッセージを受信し，②´第一の登録者
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（甲）に対して当該メッセージを送信した後に，③´友達登録処理を行う

という点において相違する。 

本件各発明のように，人間関係の構築にかかるデータベース処理のト

リガーを第一の登録者に対するメッセージ送信にかからしめてしまう

と，サーバの送信機能に何らかの障害がある等が原因で第一の登録者に

対してメッセージが送られない場合に人間関係が構築できないことがあ

る。被告サーバでは，そのようなことがないように，サーバが第二の登

録者からの承諾通知を受信した時点で人間関係を構築することで，サー

バにおける人間関係の管理を容易にしている。ゆえに，被告サーバで

は，第二の登録者からサーバに対して送信されるのはメッセージである

必要がなく，単なる信号でよいのである。 

また，被告サーバでは，サーバにおける人間関係の管理に主眼をおい

ているため，上記③の処理については，選択式としている（乙４）。他

方で，本件各発明では，花メールという相手に届かないと意味のない情

報をやりとりするものであるから，上記②´の処理が③´の友達登録処理

を行う上で必須の処理となる。このことは，被控訴人が優先権主張をし

てまで追記したことからも明らかである。したがって，本件各発明にお

いて，②´の処理を選択式とすることはできない。 

このように，両サーバの作用効果は同一ではなく，置換を行うことは

許されないというべきであり，被告サーバが均等の第２要件を備えない

ことは明らかである。 

ウ 第４要件（公知技術から対象製品の非容易推考性）について 

被告サーバにおいては，ユーザ（例えば，「Ａ」とする。）が，人間

関係を構築している他のユーザ（例えば，「Ｂ」とする。）の友達を表

示し（例えば，「Ｃ」，「Ｄ」等とする。），この内，例えば，「Ｃ」

を選択して，「友達申請」ボタンをクリックし，Ｃが「友達になる」ボ
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タンをクリックすることで，Ｂの友達であるＣがＡの友達として登録さ

れるというものである。なお，被告サーバは，人間関係を構築するに際

してメッセージをやりとりするものではない。これに対し，引用発明も，

第１のユーザが，個人情報等の閲覧を許可された第２のユーザの友達の

情報を検索して表示し，この第２のユーザの友達の内から所望のユーザ

の個人情報等を閲覧することが可能となるというものである。引用発明

において，個人情報等の閲覧を許可するにあたっては，「リンク」及び

「リンクに応じる」という情報のやりとりによって行われる。したがっ

て，被告サーバは，引用発明と同一であるか，又は，少なくとも容易に

推考できたものである。よって，被告サーバは，第４要件を充足しない

ことが明らかである。 

エ 第５要件（意識的除外）について 

本件各発明の構成要件１Ｈ等に係る構成は，補正の際に追記されたも

のであり，構成要件１Ｈ等について均等を主張することは許されず，本

件各発明が均等の第５要件を備えないことは明らかである。 

(3) 争点３－１，３－２（本件各発明は新規性又は進歩性を欠くものである

か） 

  （被控訴人の主張） 

ア 控訴人が主張する後記の相違点は存在しない。 

イ 乙１２及び乙１３に記載された発明はいずれも情報を関連付けて記憶す

る発明であるから，引用発明と共通する。とりわけ，乙１２に記載され

た発明は名刺交換した各ユーザの名刺情報を関連付けて記憶するもので

あるところ，名刺情報はユーザの情報に他ならないから，情報を関連付

けて記憶するものである。 

したがって，当業者にとって，引用発明に対して乙１２又は乙１３に

記載された発明を適用することは極めて容易である。 
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（控訴人の主張） 

ア 本件発明１と引用発明は，原審において主張した３つの相違点のほか，

①本件発明１では，第一の登録者は「人間関係を結ぶことを希望してい

る旨の第一のメッセージ」を送信するのに対し，引用発明では，第１の

ユーザーは第２のユーザーを自己の個人アドレス帳に登録する（リンク

を確立する）点，②本件発明１では，第二の登録者は「人間関係を結ぶ

ことに合意する旨の第二のメッセージ」を送信するのに対し，引用発明

では，第２のユーザーは第１のユーザーに対して閲覧を許可する情報の

範囲を指定する点，③本件発明１では，第一の登録者と第二の登録者の

間で友人関係を結ぶことについての合意が成立した際に，その事実を記

憶手段に記憶する（「第一の登録者の個人情報と第二の登録者の個人情

報とを関連付けて上記記憶手段に記憶する」）のに対し，引用発明では，

第２のユーザーが第１のユーザーに対して閲覧を許可した情報の範囲を

記憶する点，④本件発明１は，「第二の登録者の個人情報を含む検索キ

ーワードを上記第一の端末から受信する手段」を具備するのに対し，引

用発明では，第１のユーザーは，第１のユーザーと同じ都市に住んでい

るか，又は第１のメンバーも所属するグループに所属する連絡相手（Ａ）

の連絡相手（Ｂ）の名前を探索するが，その際に連絡相手（Ａ）の個人

情報を含む検索キーワードが用いられることは記載されていない点，⑤

本件発明１では，「第二の登録者の個人情報と関連付けて記憶されてい

る第二の登録者と人間関係を結んでいる登録者（以下，「第三の登録者」

という）の個人情報を上記記憶手段から検索する手段」や，「上記検索

された第三の登録者の個人情報を第一の端末に送信する手段」が存在す

るのに対し，引用発明では，そもそも，「第二の登録者と人間関係を結

んでいる登録者」（第三の登録者）が存在しない点，⑥本件発明１では，

「第一の登録者」と「第三の登録者」との間で，「人間関係を結ぶこと
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を希望している旨の第一のメッセージ」と「人間関係を結ぶことに合意

する旨の第二のメッセージ」のやり取りがなされると，両登録者の個人

情報が関連付けられるのに対し，引用発明では，これに該当する構成が

存在しない点，⑦本件発明１は，「人脈関係登録サーバ」の発明である

のに対し，引用発明は，合意によって結ばれる「人間関係」を登録する

ものではなく，ネットワーク化されたアドレス帳の発明である点におい

ても相違する。 

イ 引用発明と乙１２及び乙１３は技術分野が異なるものであり，両者を結

び付ける動機付けは存在しないし，仮に，引用発明に乙１２又は乙１３

に記載の発明を組み合わせたとしても，本件発明１の構成に到達するこ

とはない。 

第３ 当裁判所の判断 

   当裁判所も，被告サーバは，文言上，本件各発明の技術的範囲に属せず，ま

た，本件各発明と均等なものとしてその技術的範囲に属するということはでき

ないと判断する。 

１ 本件各発明の意義，被告サーバの構成及び争点１（被告サーバは，文言上，

本件各発明の技術的範囲に属するか）について 

(1) 本件各発明の意義，被告サーバの構成及び争点１（被告サーバは，文言

上，本件各発明の技術的範囲に属するか）の判断は，原判決２２頁１０行目

「個人情報」から同頁１１行目「によって」までを「第一の登録者が，自己

が人間関係を結んでいる第二の登録者の個人情報又は識別情報を含む検索キ

ーワードを用いて」と改め，後記のとおり控訴人の当審における補充主張に

対する判断を付加するほかは，原判決「事実及び理由」第４の１～３（原判

決１８頁１０行目から２５頁３行目まで）記載のとおりであるから，これを

引用する。 

(2) 当審における補充主張に対する判断 
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控訴人は，構成要件１Ｄ及び２Ｄの「送信したとき」について，本件明

細書には，第二のメッセージが送信されたことや関連付けて記憶されたこと

を確認するステップについての記載はなく，「送信したとき」という文言に

ついて，「送信した」という事実を条件として記憶の関連付けを行なう態様

に限定するものであると理解することはできないと主張する。しかし，特許

請求の範囲の記載から，送信することが関連付けることに先行することを意

味すると解されるのは上記引用に係る原判決記載のとおりであり，控訴人の

主張する点はこの判断を左右するものではない。 

(3) 小括 

  以上のとおり，被告サーバは，構成要件１Ｄ及び２Ｄを充足しないから，

被告サーバは，文言上，本件各発明の技術的範囲に属しない。 

２ 争点２－２（「送信したとき」に関連付けて記憶されないとしても，本件

各発明と均等なものとなるか）について 

(1) 均等の要件について 

    特許請求の範囲に記載された構成に，相手方が製造等をする製品又は用い

る方法（以下「対象製品等」という。）と異なる部分が存する場合であって

も，①同部分が特許発明の本質的部分ではなく（第１要件），②同部分を対

象製品等におけるものと置き換えても，特許発明の目的を達することができ，

同一の作用効果を奏するものであって（第２要件），③上記のように置き換

えることに，当業者が，対象製品等の製造等の時点において容易に想到する

ことができたものであり（第３要件），④対象製品等が，特許発明の特許出

願時における公知技術と同一又は当業者が当該出願時に容易に推考できたも

のではなく（第４要件），かつ，⑤対象製品等が特許発明の特許出願手続に

おいて特許請求の範囲から意識的に除外されたものに当たるなどの特段の事

情もないとき（第５要件）は，同対象製品等は，特許請求の範囲に記載され

た構成と均等なものとして，特許発明の技術的範囲に属するものと解される
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（最高裁平成６年（オ）第１０８３号同１０年２月２４日第三小法廷判決・

民集５２巻１号１１３頁，最高裁平成２８年（受）第１２４２号同２９年３

月２４日第二小法廷判決・民集７１巻３号３５９頁参照）。 

(2) 均等の第 1 要件について 

ア 特許法が保護しようとする発明の実質的価値は，従来技術では達成し得

なかった技術的課題の解決を実現するための，従来技術に見られない特

有の技術的思想に基づく解決手段を，具体的な構成をもって社会に開示

した点にあるから，特許発明における本質的部分とは，当該特許発明に

係る特許請求の範囲の記載のうち，従来技術に見られない特有の技術的

思想を構成する特徴的部分であると解すべきである。そして，上記本質

的部分は，特許請求の範囲及び明細書の発明の詳細な説明の記載に基づ

いて，特許発明の課題及び解決手段とその作用効果を把握した上で，特

許発明に係る特許請求の範囲の記載のうち，従来技術に見られない特有

の技術的思想を構成する特徴的部分が何であるかを確定することによっ

て認定されるべきである。 

また，特許発明の実質的価値は，その技術分野における従来技術と比

較した貢献の程度に応じて定められることからすれば，特許発明の本質

的部分は，特許請求の範囲及び明細書の記載，特に明細書記載の従来技

術との比較から認定されるべきであり，そして，①従来技術と比較して

特許発明の貢献の程度が大きいと評価される場合には，特許請求の範囲

の記載の一部について，これを上位概念化したものとして認定され，②

従来技術と比較して特許発明の貢献の程度がそれ程大きくないと評価さ

れる場合には，特許請求の範囲の記載とほぼ同義のものとして認定され

ると解される。ただし，明細書に従来技術が解決できなかった課題とし

て記載されているところが，優先権主張日の従来技術に照らして客観的

に見て不十分な場合には，明細書に記載されていない従来技術も参酌し
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て，当該特許発明の従来技術に見られない特有の技術的思想を構成する

特徴的部分が認定されるべきである。そのような場合には，特許発明の

本質的部分は，特許請求の範囲及び明細書の記載のみから認定される場

合に比べ，より特許請求の範囲の記載に近接したものとなり，均等が認

められる範囲がより狭いものとなると解される。 

また，第１要件の判断，すなわち対象製品等との相違部分が非本質的

部分であるかどうかを判断する際には，特許請求の範囲に記載された各

構成要件を本質的部分と非本質的部分に分けた上で，本質的部分に当た

る構成要件については一切均等を認めないと解するのではなく，上記の

とおり確定される特許発明の本質的部分を対象製品等が共通に備えてい

るかどうかを判断し，これを備えていると認められる場合には，相違部

分は本質的部分ではないと判断すべきであり，対象製品等に，従来技術

に見られない特有の技術的思想を構成する特徴的部分以外で相違する部

分があるとしても，そのことは第１要件の充足を否定する理由とはなら

ない。 

イ 本件明細書の記載 

(ｱ) 本件明細書には，本件各発明は，より広範で深い人間関係を結ぶた

めの，人脈関係登録システム，人脈関係登録方法とサーバ，人脈関係

登録プログラムと当該プログラムを記録したコンピュータ読取可能な

記録媒体に関するものであり，従来，職業等に関する様々な特定分野

の専門家を知り，専門的知識や情報を得ようとする場合に，効率的に

知ることの出来るシステム・方法はなく，また，より広範で深い人間

関係を結ぶためには，一人一人の努力に頼るほかなく，これを積極的

にサポートするシステムは存在しなかったことが記載されている

（【０００１】，【０００２】）。 

また，本件各発明の発明が解決しようとする課題について，より広範
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で深い人間関係を結ぶことを積極的にサポートする人脈関係登録システ

ム，人脈関係登録方法とサーバ，人脈関係登録プログラムと当該プログ

ラムを記録したコンピュータ読取可能な記録媒体を提供することを目的

とし，また，職業等に関する様々な特定分野の専門家を知り，専門的知

識や情報を得ようとする場合に，人脈関係情報を作成し簡単かつ効率的

に知ることのできるような人脈関係登録システム，人脈関係登録方法と

サーバ，人脈関係登録プログラムと当該プログラムを記録したコンピュ

ータ読取可能な記録媒体を提供することを目的とすること（【０００

３】）が記載されている。 

そして，本件各発明の特許請求の範囲の記載及び本件明細書によれば，

本件各発明は，登録者相互間の合意によって人間関係が結ばれたとき，

記録手段を備えたサーバに，人間関係を結んだ登録者の個人情報又は識

別情報を関連付けて記憶することで，第一の登録者が，自己が人間関係

を結んでいる第二の登録者の個人情報又は識別情報を含む検索キーワー

ドを用いて，第二の登録者と人間関係を結んでいる第三の登録者の個人

情報又は識別情報を検索することができ，第三の登録者と人間関係を結

ぶことができるものであり，これにより，より広範で深い人間関係を結

ぶことを積極的にサポートする人間関係登録システムを提供するという

課題を解決するものであると解される。 

(ｲ) もっとも，下記のとおりの本件優先日当時の従来技術に照らせば，

上記(ｱ)のとおり本件明細書に従来技術が解決できなかった課題として

記載されているところは，客観的に見て不十分なものというべきであ

る。 

ａ すなわち，本件優先日前の文献である乙２の１には次の記載がある

（翻訳は乙２の２による。以下単に「乙２」という。図面については

別紙乙２図面目録のとおり）。 
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【００１８】 図５において表されるように，好ましい実施形態は

標準的なインターネットアーキテクチャに準拠し，そのアーキテ

クチャでは，クライアントコンピューター３７０及びサーバーコ

ンピューター３３０がワールドワイドウェブ３６０と，モデム３

３８，３７８又は他の通信チャネルとを介して接続される。メモ

リ３７４内に存在し，サーバーコンピューター３３０からダウン

ロードされた情報をクライアントコンピューター３７０が表示で

きるようにするウェブブラウザー３８２又は他のソフトウェアア

プリケーションを運用するクライアントコンピューター３７０を

介して，ユーザーがサーバー３６０にアクセスする。サーバーコ

ンピューターシステム３３０はサーバーソフトウェア３４２を実

行し，サーバーソフトウェアは，クライアントコンピューター３

７０及びユーザー情報データベース３４０とインタラクトする，

本発明のネットワークコンピューターベース個人連絡相手管理部

３４３を含む。本発明の商用の実施形態では，個人連絡相手管理

部３４３は，ＰｌａｎｅｔＡｌｌと呼ばれるウェブベース個人連

絡相手管理サービスの中核である。データベース３４０は，登録

されたユーザーによって入力される連絡相手情報を含む。個人連

絡相手管理部３４３は，幾つかの状況において，ユーザーの組に，

そのユーザーの組が関連する別のユーザーによってデータベース

３４０に対して行われた更新を通知することになる。 

【００２２】 友人テーブル４６０は，ユーザーを互いに関連付け

るので，本発明にとって不可欠の手段である。そのテーブル内の

各記録は，或る特定の許可レベル４６０－１０とともに，Ｃｕｓ

ｔｏｍｅｒＩＤ４６０－４によって識別される１人のユーザーと，

ＦｒｉｅｎｄＩＤ４６０－６によって識別される別のユーザーと
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の間の関係を表す。本発明のユーザーインターフェースは，ユー

ザーが他のユーザーについての情報を閲覧するための多数の方法

を提供し，これらの方法は全て，特定のユーザーがその情報を見

る場合がある他のユーザーのリストを決定するために，友人テー

ブル４６０のデータベースクエリに頼る。・・・ 

【００３９】 ここで図９を参照すると，第１のユーザーが，第１

のユーザーの個人データ記録から，いずれのタイプのデータフィ

ールドに，特定の第２のユーザーに閲覧許可を与えるかを指定で

きるようにする擬似ＧＵＩ６００が示される。図８の記述におい

て説明されたように，第１のユーザーが自分の個人アドレス帳に

追加したい第２のユーザーを指定する場合には，第２のユーザー

は，第１のユーザーが第２のユーザーに「リンクした」という

（図５の連絡相手管理部プログラム３４３によって発行された）

通知を受信することになる。第２のユーザーが，第１のユーザー

へのリンクに応じることを選択する場合には，本発明の好ましい

実施形態は，第１のユーザーの名前６００－５とともに図９に示

される擬似ＧＵＩ６００を表示し，第２のユーザーが，第１のユ

ーザーのためのデータフィールド許可を設定できるようにする。

第１のユーザーが個々の他のユーザーのためのデータフィールド

許可を指定できない従来技術とは異なり，本発明の好ましい実施

形態によれば，第１のユーザーは，その個人データベース内に第

１のユーザーが含まれることを選択した個々の他のユーザーごと

に個別に許可を指定できるようになる。 

【００４３】 メンバーＡがメンバーＢにリンクする場合には，メ

ンバーＡは，以下に論じられる許可のいずれかをメンバーＢに与

えることができる。 
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メンバーＢが，メンバーＡへのリンクに応じない場合であって

も，メンバーＡのための仮想アドレス帳内に，メンバーＢのため

の電子メール転送先アドレスが含まれることになる。例えば，メ

ンバーＢが自らの記録に入力した実際の電子メールアドレスにマ

ッピングする電子メールアドレス「memberB@planetall.com」が，

メンバーＡの仮想アドレス帳内に現れることになるが，それ以外

は何も現れない。 

メンバーＡがメンバーＢに最初にリンクするとき，メンバーＢ

はウェブサイト及び電子メールにおいて通知される。 

メンバーＢがメンバーＡにいずれの許可も与えないことを選ぶ

場合には，メンバーＡは，メンバーＢの仮想アドレス帳内に現れ

ないことになる。 

メンバーＢがメンバーＡに任意の許可を与える場合には，メン

バーＢの仮想アドレス帳内のリストがメンバーＡのために作成さ

れることになり，そのリストは，メンバーＡが，メンバーＢが閲

覧する許可を与えたあらゆる情報を含むことになる。 

メンバーＢがメンバーＡに個人情報６００－８許可を与える場

合には，メンバーＢの自宅住所及び電話番号（入手可能な場合）

がメンバーＡの仮想アドレス帳内に現れることになり，メンバー

Ａは，メンバーＢが自らのリスト内の関連情報を変更するときに

通知されることになる。 

メンバーＢがメンバーＡに仕事情報６００－１０許可を与える

場合には，メンバーＢの勤務先住所及び電話番号（入手可能な場

合）がメンバーＡの仮想アドレス帳内に現れることになり，メン

バーＡは，メンバーＢが自らのリスト内の関連情報を変更すると

きに通知されることになる。 
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メンバーＢがメンバーＡに経路交差通知許可６００－６を与え

る場合には，メンバーＢがメンバーＡと同じ都市内にいるときに，

メンバーＡに通知することができる。メンバーＡ及びメンバーＢ

がいずれも同じ都市を拠点にする場合には，メンバーＡは，メン

バーＡ及びメンバーＢが同じ行先に旅行しているときにのみ通知

されることになる。 

メンバーＢがメンバーＡに誕生日通知６００－１２許可を与え

る場合には，メンバーＢの誕生日及び記念日（入手可能な場合）

がメンバーＡの仮想アドレス帳内に現れることになり，メンバー

Ａは，メンバーＢの誕生日又は記念日が近づいているときに通知

されることになる。 

メンバーＢがメンバーＡに友人の友人情報６００－１４許可を

与える場合に，メンバーＡが，誰が特定の都市に住んでいるか，

又は誰が特定のグループに関連付けられているかのような，自ら

の連絡相手の連絡相手についての情報を探索する場合には，妥当

な場合，メンバーＢの連絡相手サークルからの情報が探索結果に

含まれることになる。・・・ 

【００５１】 本発明の好ましい実施形態において，第２のユーザー

が第１のユーザーに任意のタイプのデータフィールド許可を与えた

場合には，第１のユーザーの電子メールアドレス６３４－２が表示

される。第２のユーザーが第１のユーザーに仕事情報許可を与えた

場合にのみ，第２のユーザーの勤務先住所及び電話番号６３４－４

が表示される。第２のユーザーが第１のユーザーに個人情報許可を

与えた場合にのみ，第２のユーザーの自宅住所及び電話番号６３４

－６が表示される。・・・ 

【００７２】 ここで図１３を参照すると，友人の友人システムを示
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す図が示される。友人の友人システムによって，第１のメンバーは，

第１のメンバーと同じ都市に住んでいるか，又は第１のメンバーも

所属するグループに所属する連絡相手の連絡相手の名前を探索でき

るようになる。第１のユーザーが友人の友人探索を実行するとき，

個人連絡相手管理部３４３は，ウェブサーバーソフトウェア３４２

を介して，擬似友人の友人報告ＧＵＩ６８８に類似のＧＵＩにおい

て第１のユーザーのクライアントコンピューター３７０のユーザー

インターフェース３８０（図５）上に探索結果を表示する。友人の

友人である第２のメンバーの場所を特定した後に，第１のメンバー

は，上記の図８及び図９の記述において説明されたように，第１の

ユーザーの個人アドレス帳に第２のメンバーを追加するために，そ

の第２のメンバーにリンクすることができる。 

【００７３】 個人連絡相手管理部３４３の好ましい実施形態におい

て，友人の友人システムは以下のように動作する。メンバーＡ６８

０がメンバーＢ６８２に任意の許可レベル６８１でリンクされ，メ

ンバーＢ６８２がメンバーＣ６８４に任意の許可レベル６８５でリ

ンクされる場合に，メンバーＣ６８４がメンバーＢ６８２に友人の

友人許可６８７を与え，メンバーＢ６８２もメンバーＡ６８０に友

人の友人許可６８３を与える場合には，メンバーＡは，メンバーＣ

についての友人の友人通知を受信する資格がある。第１のユーザー

が友人の友人探索を実行するとき，第１のユーザーが，上記のよう

に，第２のユーザーについての友人の友人通知を受信する資格があ

る限り，その探索の結果は，第１のユーザーが所属するグループに

所属している全ての第２のユーザーと，第１のユーザーが住んでい

る都市と同じ都市に住んでいる全ての第２のユーザーとを含むこと

になる。例えば，メンバーＡ及びメンバーＣがいずれもグループＡ
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６８６に属し，メンバーＡがメンバーＣについての友人の友人通知

を受信する資格がある場合には，個人連絡相手管理部３４３によっ

て生成されるメンバーＡの友人の友人探索６８８の結果は，メンバ

ーＣ６９０を含むことになる。 

ｂ このような乙２の記載によれば，サーバーコンピューター３３０

とクライアントコンピューター３７０がワールドワイドウェブ３６

０を介して接続され，サーバーコンピューター３３０に登録された

ユーザーによって入力される連絡相手情報を含むユーザー情報デー

タベース３４０が設けられた構成において，①メンバーＡ（本件各

発明における第一の登録者）がメンバーＢ（本件各発明における第

二の登録者）に任意の許可レベルでリンクされ，メンバーＢがメン

バーＣ（本件各発明における第三の登録者）に任意の許可レベルで

リンクされる場合に，メンバーＣがメンバーＢに友人の友人許可を

与え，メンバーＢもメンバーＡに友人の友人許可を与える場合には，

メンバーＡは，メンバーＣについての友人の友人通知を受信する資

格があること，②「友人テーブル」がユーザー（本件各発明におけ

る登録者）を互いに関連付け，③「友人の友人システム」によって，

第１のユーザー（本件各発明における第一の登録者）は，第１のユ

ーザーと同じ都市に住んでいるか，又は第１のユーザーが所属する

グループに所属する連絡相手の連絡相手の名前を探索でき，第１の

ユーザーが友人の友人探索を実行し，友人の友人である第２のユー

ザー（本件各発明における第三の登録者）の場所を特定した後に，

第１のユーザーは第１のユーザーの個人アドレス帳に第２のユーザ

ーを追加するために，第２のユーザーにリンクすることができ，④

第１のユーザーが第２のユーザーを指定すると，第２のユーザーは，

第１のユーザーが第２のユーザーに「リンクした」という通知を受
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信し，⑤第２のユーザーがリンクに応じることを選択する場合には，

第２のユーザーはデータフィールド許可を設定して第１のユーザー

のために個人情報等の閲覧を許可することの通知を送信し，この通

知を受信したときに，第１のユーザーの個人アドレス帳に第２のユ

ーザーの職業や個人情報等を表示する構成の記載がある。 

ｃ 以上のとおりの本件優先日当時の従来技術に照らせば，より広範で

深い人間関係を結ぶことを積極的にサポートする人間関係登録システ

ムを提供するとの課題について，上記のような解決手段が存在したも

のということができる。 

ウ このように，本件明細書に従来技術が解決できなかった課題として記載

されているところは，優先権主張日の従来技術に照らして客観的に見て

不十分なものであるから，本件明細書に記載されていない上記イ(ｲ)のと

おりの従来技術も参酌して従来技術に見られない特有の技術的思想を構

成する特徴的部分を認定すべきことになる。 

そして，上記イ(ｲ)のとおりの従来技術に照らせば，本件各発明は，主

要な点においては，従来例に示されたものとほぼ同一の技術を開示する

にとどまり，従来例が未解決であった技術的困難性を具体的に指摘し，

その困難性を克服するための具体的手段を開示するものではないから，

本件各発明の貢献の程度は大きくないというべきであり，上記従来技術

に照らし，従来技術に見られない特有の技術的思想を構成する部分につ

いては，本件各発明の特許請求の範囲とほぼ同義のものとして認定する

のが相当である。 

エ そうすると，被告サーバが構成要件１Ｄ及び２Ｄの構成を備えていない

のは前記１に説示のとおりであるから，被告サーバは本件各発明の本質

的部分の構成を備えるということはできず，均等の第１要件を充足しな

い。 
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オ 控訴人の主張について 

(ｱ) 控訴人は，引用発明は具体的にはネットワークを通じて連絡相手情

報を管理する発明であって，相互に情報を交換し合うことによって新

たに人間関係を締結するというソーシャルネットワーキングサービス

（ＳＮＳ）の発明ではないから，本件各発明とは技術思想が根本的に

異なるものであり，本件各発明の本質的部分を認定するに当たり参照

されるべき従来技術ではないと主張する。 

      しかし，本件明細書にはソーシャルネットワーキングサービス（ＳＮ

Ｓ）であることの記載はなく，上記イに説示したところに照らせば，本

件各発明と引用発明は，いずれも共通の人間関係を結んでいる登録者の

検索を可能とし，新たに人間関係を結び，これを登録することができる

発明である点で共通するものであるから，本件各発明の従来技術として

引用発明を参照することができるというべきである。 

(ｲ) 控訴人は，本件各発明の構成のうち，従来技術に見られない特有の

技術的思想を構成する特徴的部分は，「登録者が互いにメッセージを

送信し合うことによって人間関係を結ぶ（友達になる）という意思が

合致した場合（合意が成立した場合）に，当該登録者同士を関連付け

て記憶するという技術を前提として，共通の人間関係を結んでいる登

録者（友達の友達）の検索を可能とし，新たに人間関係を結ぶことが

できるようにすることによって，より広範で深い人間関係を結ぶこと

ができるという構成」にあると主張する。 

しかし，従来技術との比較において本件各発明の貢献の程度は大きく

なく，本件各発明の本質的部分は特許請求の範囲とほぼ同義のものと認

定すべきことは上記イ及びウに説示したとおりである。 

(ｳ) 控訴人は，２人の個人が互いに人間関係を結んでいるかどうかは，

多分に個人の主観的な評価を伴う問題であって，引用発明において個
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人情報の閲覧を許可したからといって，人間関係を結ぶことを承諾し

たということにはならないと主張する。しかし，引用発明は，第１の

ユーザーが第２のユーザーをリンクすると，第２のユーザーはその旨

の通知を受信し，リンクに応じる場合は第２のユーザーが第 1 のユーザ

ーにデータフィールド許可を設定でき，第２のユーザーは第１のユー

ザーに個人情報許可，仕事情報許可，経路交差通知許可などを与える

ことができるのであり，これは，人間である第１のユーザーと人間で

ある第２のユーザーが関係を結ぶことに他ならないから，第１のユー

ザーと第２のユーザーが人間関係を結ぶものと理解することができる。 

(ｴ) さらに，控訴人は，乙２の【００７２】，【００７３】に「友人の

友人システム」という表現は存在するものの，その実質は，自己の個

人アドレス帳に他のメンバーが登録されている場合に，当該他のメン

バーの個人アドレス帳の中を検索するというものにすぎず，「友人」

とは，本件各発明における当事者間の合意によって結ばれるところの

「人間関係」とは別物であると主張するが，本件各発明において「人

間関係を結ぶ」ことの意義について，引用発明における構成を除外す

ることを示す記載はなく，引用発明において，第１のユーザーがリン

クし，第２のユーザーがリンクに応じることにより，人間関係が結ば

れるといえることについては，上記説示のとおりである。 

(3) 小括 

よって，その余の争点について判断するまでもなく，控訴人の請求は理

由がない。 

第４ 結論 

以上によれば，控訴人の請求は理由がないから，控訴人の請求を棄却した原

判決は，相当である。 

よって，本件控訴を棄却することとして，主文のとおり判決する。 
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別紙 

乙２図面目録 

図５ 

 

 

３３０ サーバー 

３３６，３７６ ディスク 

３３８，３７８ モデム 

３４０ データベース 

３４２ ウェブサーバーソフトウェア 

３４３ 個人連絡相手管理部ソフトウェア 

３４４，３４８，３８４，３８８ オペレーティングシステム 
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３４６ プログラムファイル 

３５０ テーブル 

３６０ ワールドワイドウェブ 

３７０ クライアントコンピューター 

３８０ ユーザーインターフェース 

３８２，３８６ ウェブブラウザーソフトウェア 

３９０ ローカルデータ（オプション） 

３９２ PIM ソフトウェア（オプション） 
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図６ 

 

 

４００－１０，４２０－１４，４４０－２０，５２０－１４ 他のフィールド 

５５４ 他 
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図９ 

 

 

６００ 疑似許可フォーム 

６００－２ 新たな連絡相手に与えたい許可レベル 

６００－４ ジョン・ドゥ 

６００－６ 経路交差通知許可 

６００－８ 個人情報 
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６００－１０ 仕事情報 

６００－１２ 誕生日通知 

６００－１４ 友人の友人情報 

６００－１６ 提出 
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図１３ 

 

６８０ メンバーＡ 

６８１ メンバーＡが任意の許可レベルでメンバーＢにリンクする 

６８２ メンバーＢ 

６８３ メンバーＢが友人の友人／許可でメンバーＡにリンクする 

６８４ メンバーＣ 

６８５ メンバーＢが任意の許可レベルでメンバーＣにリンクする 

６８６ グループＡ 

６８６ メンバーＡのための疑似友人の友人報告 

６８７ メンバーＣが友人の友人／許可でメンバーＢにリンクする 

６９０ グループＡにおけるあなたの友人の友人： 

    メンバーＣ（メンバーＢ経由） 


